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主 文 

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は，原告らの負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 被告は，原告Ａに対し，９９０万円及びこれに対する昭和２８年８月１５日

から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

２ 被告は，原告Ｂに対し，６６０万円及びこれに対する昭和２８年８月１５日

から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

３ 被告は，原告Ｃに対し，６６０万円及びこれに対する昭和２８年８月１５日

から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

４ 被告は，原告Ｄに対し，６６０万円及びこれに対する昭和２８年８月１５日

から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

１ 事案の要旨 

Ｆは，ハンセン病患者として昭和２３年１月３１日にｂに入所し，昭和５４

年３月２８日に同園において死亡した。 

原告らは，Ｅの相続人である。 

原告らは，Ｆが，らい予防法（昭和２８年法律第２１８号）等に基づく被告

の誤った強制隔離政策によって人権侵害を受け，Ｆの子であるＥが相続により

Ｆの権利義務を承継したと主張する。 

本件は，原告らが，被告に対し，国家賠償法１条１項による損害賠償請求権

に基づき，それぞれ９９０万円（原告Ａ）又は６６０万円（原告Ｂ，原告Ｃ及

び原告Ｄ）及びこれに対する昭和２８年８月１５日（らい予防法の施行日）か

ら支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求める事
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案である。 

２ 前提事実（争いのない事実並びに掲記する証拠（特に記載のない場合には，

枝番を含む。以下同じ。）及び弁論の全趣旨により容易に認定し得る事実） 

(1) 当事者等 

ア Ｆ 

Ｆ（通称名：Ｊ）は，１９０５年（明治３８年）７月２２日生まれの男

性である。同人は，ハンセン病にり患し，昭和２３年１月３１日，らい予

防法に基づき，ｂに収容され，昭和５４年３月２８日に，同園において死

亡した。（甲１２） 

イ Ｅ 

Ｅ（通称名：Ｋ）は，１９３９年（昭和１４年）６月２５日生まれの男

性である。同人は，原告Ａの夫で，原告Ｂ，原告Ｃ及び原告Ｄの父であり，

平成１０年１月１６日に死亡した。（甲１） 

ウ 原告ら 

原告Ａ（１９４４年（昭和１９年）２月１８日生まれ）は，Ｅの妻（昭

和３８年１１月１９日婚姻），原告Ｂ（１９６４年（昭和３９年）１月１

７日生まれ），原告Ｃ（１９６５年（昭和４０年）９月２日生まれ）及び

原告Ｄ（１９７０年（昭和４５年）３月１７日生まれ）は，原告ＡとＥと

の間に生まれた子であり，原告らは，Ｅの死後，同人の権利義務を相続に

より承継した。（甲１，４） 

(2) ハンセン病の医学的知見 

ア ハンセン病の特徴 

ハンセン病は，感染と発病の間に大きなかい離がみられ，発病するのは，

感染者のごく一部で，感染者の中の有病率は高い場合でも通常１パーセン

トを超えることはないとされている。この乖離の原因は，らい菌の毒力が
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極めて弱いため，感染しても発病に至ることが少なく，この菌に対して抗

原特異的免疫異常が起きた場合にだけ発病するからであるとされる。また，

ハンセン病は人の生死にかかわる致命的な病気ではない。 

イ ハンセン病の治療方法 

ハンセン病は，昭和１８年，アメリカのカービル療養所のファジェット

により，抗結核剤として開発されたスルフォン剤であるプロミンに治療効

果があることが発表され，抗結核剤のストレプトマイシン，カナマイシン，

ヒドラジット（ＩＮＨＡ）などの使用を経て，現在では，リファンピシン

を主役とする多剤併用療法によりほぼ完全に治癒する。 

(3) ハンセン病に対する法制の変遷等 

ア らい予防法は，昭和２８年８月１５日，公布施行された。らい予防法で

は，都道府県知事は，ハンセン病を伝染させるおそれがある患者について，

予防上必要があると認めるときは，当該患者等に対し，国立療養所への入

所等を勧奨，命令した上で，当該患者を国立療養所に入所させることがで

きること，国立療養所に入所した患者は，所長が予防上重大な支障を来す

恐れがないと認めたとき等の場合を除き，国立療養所から外出してはなら

ないこと等が定められた。 

イ 昭和２９年，ＷＨＯがまとめた「近代癩法規の展望」において，隔離政

策の正当性・有効性が疑問視された。 

ウ 昭和３１年のらい患者救済及び社会復帰国際会議（ローマ会議），昭和

３３年の第７回国際らい会議及び昭和３４年のＷＨＯ第２回らい専門委

員会などのハンセン病の国際会議において，ハンセン病に関する特別法の

廃止が提唱された。 

エ 平成８年３月，らい予防法の廃止に関する法律（平成８年法律第２８号）

が成立し，同年４月１日に公布施行された。 
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オ ハンセン病は，遅くとも昭和３５年以降において，隔離政策を用いなけ

ればならないほどの特別の疾患ではなく，全ての入所者及びハンセン病患

者について，隔離の必要性が失われていた。厚生省は，同年の時点におい

て，隔離政策の抜本的な変換等をする必要があったにもかかわらず，平成

８年のらい予防法の廃止まで，これを怠った。 

(4) らい予防法等による強制隔離政策にかかる訴訟提起 

ア 熊本地方裁判所は，平成１０年～平成１１年に提訴されたハンセン病違

憲国家賠償請求訴訟について，平成１３年５月１１日，①遅くとも昭和３

５年以降においては，ハンセン病は，隔離政策を用いなければならないほ

どの特別の疾患ではなく，全ての入所者及びハンセン病患者について，隔

離の必要性が失われていたが，厚生省は，同年の時点において，隔離政策

を抜本的に変換する必要があったにもかかわらず，らい予防法廃止まで，

これを怠った点につき，厚生大臣の職務行為に国家賠償法上の違法性及び

過失があると認めるのが相当である，②らい予防法の隔離規定の違憲性が

遅くとも昭和３５年には明白になっており，遅くとも昭和４０年以降にら

い予防法の隔離規定を改廃しなかった国会議員の立法上の不作為につき，

同法上の違法性及び過失を認めるのが相当であるとして，被告が，入所者

に対し，国家賠償法に基づく損害賠償債務を負う旨の判決を言い渡した

（以下「熊本地裁平成１３年判決」という。）。 

イ 平成１３年６月２２日，ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支

給等に関する法律（平成１３年６月２２日法律第６３号）が施行された。

同法では，昭和３０年代に至ってハンセン病に対するそれまでの認識の誤

りが明白となったにもかかわらず，なお，依然としてハンセン病に対する

誤った認識が改められることなく，隔離政策の変更も行われることがな

かったこと等から，ハンセン病療養所入所者等の被った精神的苦痛を慰謝
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するための補償金の支給に関し必要な事項等について定められた（同法前

文及び１条，乙４）。 

ウ 被告は，ハンセン病違憲国家賠償訴訟全国原告団協議会との間で，平成

１３年７月２３日付け基本合意書を締結し，ハンセン病療養所入所等に対

する補償金の支給等に関する法律の補償金支給基準に従って算定された

金額と同額の和解一時金を支払うこと等を内容とする，裁判上の和解につ

いての基本事項を合意し，さらに，平成１４年１月２８日付け基本合意書

を締結し，ハンセン病患者であった者が提訴時に死亡していた場合の当該

死亡者の相続人である原告等が提起した訴訟において和解一時金を支払

うこと等を内容とする，裁判上の和解についての基本事項を合意した。

（乙２，３） 

エ 厚生労働省は，平成２８年２月４日，都道府県の担当者に対し，ハンセ

ン病の元患者に支払われる補償金の請求期限が３月末に迫っていること

等の周知の徹底を要請した（甲１０，１１）。  

オ 原告らは，平成２８年３月３１日，本件訴えを提起した（当裁判所に顕

著）。 

３ 争点及びそれに関する当事者の主張 

(1) 本件におけるＦの損害（争点１） 

【原告らの主張】 

ア 本件は，国家による犯罪ともいうべき人権蹂躙であるとともに，患者排

除システムを構成する形で加担させられた社会全体の加害責任もあるこ

と，Ｆは，昭和２３年１月３１日にｂに強制収容され，昭和５４年３月２

８日に死亡するまでの約３１年を劣悪な環境の下で過ごし，そのまま家族

のもとへ帰ることなく死亡したことを考慮すれば，本件におけるＦの精神

的損害に対する慰謝料は２７００万円を下らない。 
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イ 相当因果関係のある弁護士費用は，２７０万円である。 

【被告の主張】 

争う。 

(2) Ｅは，Ｆの被告に対する債権を相続したか。（争点２） 

【原告らの主張】 

ア Ｆは，昭和５４年３月２８日に死亡した。当時，同人の妻は，既に死亡

しており，唯一の子であったＥが，単独で，Ｆから戸主及び財産を相続し

た。 

イ 霊標について 

Ｆの墓が建立された区画には，墓石とは別に「霊標」という石板が建て

られているが，その霊標には，Ｆの名前とともに，Ｅの名前が記載されて

いる。通常，墓には夫婦や親子が共に入るため，上記記載は，ＥがＦの子

であることを示している。 

ウ 患者票について 

(ｱ) ｂで作成された患者票（甲１２）には，「長男～Ｌ１１才」と記載さ

れているが，これはＥのことを指している。 

(ｲ) まず，年齢に関し，Ｅは，Ｆの入所時には１１歳ではなかったが，患

者票には，入所後のある時点でのＥの年齢が記載された可能性がある。

患者票には，Ｆの死亡日も記載されており，同票における記載すべてが

入所時に作成されたとはいえない。また，同票は，近親者に関する正確

な情報が求められているものではなく，正確な年齢が反映されていない

可能性がある。 

(ｳ) 次に，氏名について，Ｅの通称名は，「Ｋ」であり，この患者票の「Ｌ」

は「Ｋ」の誤記である。現に，いずれの漢字表記も「Ｍ」と読むことが

できる。当時の外国人登録制度の運用においては，このような名前や生
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年月日の誤記はよくみられることであり，何ら不自然ではない。 

(ｴ) 患者票には，「母～７２才」，「長女Ｉ～１２才」とも記載されてい

るが，同人らは既に死亡している。仮に，Ｅの姉である「Ｉ」が生存し

ていたとしても，原告らは少なくともＦが被った全損害のうち２分の１

の損害賠償請求権を相続した。 

エ 外国人登録及び韓国戸籍に関する本件の特殊性 

本件は，Ｆが強制隔離され，外国人登録法上や韓国戸籍上の申請を行え

なかった特殊なケースであり，そのために，ＦとＥとの関係を示す韓国戸

籍等が入手できなかった。 

【被告の主張】 

ア 霊標について 

同じ墓に埋葬蔵することができる者の属性や資格について法律上の制

限はなく，誰を墓に埋葬蔵するかということについては，墓地使用権者が

決めることができ，当該墓の墓地使用権者の承諾がある限り，夫婦関係や

親子関係がない者についても，同じ墓に埋葬蔵することは可能である。厚

生労働省の「墓地経営・管理の指針等について」に示されている「墓地使

用権型標準契約約款」では，埋葬蔵できる者の対象者の範囲について，「使

用者の親族及び縁故者」とした上で，個々の墓地によって別の定め方をす

ることも可能であるが，その範囲を著しく制限するような規定は不適切で

あるとされており（平成１２年１２月６日生衛発第１７６４号厚生省生活

衛生局長通知），親子関係以外の者も埋葬蔵されることが一般的である。

同じ墓に埋葬蔵されているからといって，夫婦関係又は親子関係が直ちに

推認されるものではない。 

イ 患者票について 

(ｱ) 患者票によれば，Ｆには，昭和２３年１月３１日当時，母，長男及び
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長女がおり，当該長男の年齢は１１歳であった。しかし，Ｅは，昭和２

３年１月３１日当時８歳であったのであるから，Ｆの長男ではない。 

(ｲ) 原告らは，患者票には入所後のある時点でのＥの年齢が記載された可

能性があると主張するが，同票の記載内容に照らせば，患者票は，ｂに

おいて，入所者の身上経歴等を把握するために作成されていたものと解

される。このような作成目的からすれば，患者票は，特段の事情のない

限り，当該入所者のｂへの入所時又はその直後に作成され，また，その

記載内容は，上記時点でｂが把握した当該入所者に関する情報に基づい

ていると解するのが相当である。 

(ｳ) 患者票の「近親者住所氏名」欄には，母，長女及び長男が，いずれも

Ｆの「現住所にあり」と記載されていることからすると，Ｆがｂに入所

するまでは，母，長女及び長男は，Ｆと同居していたことが推認され，

ｂは，このような同居の近親者の情報を，Ｆの入所時に把握していたは

ずである。「近親者住所氏名」欄の記載は，Ｆのｂへの入所時又はその

直後に記載されたものと考えるのが自然かつ合理的である。 

(ｴ) 患者票の「近親者住所氏名」欄に記載された長男の氏名である「Ｌ」

とＥの通称名である「Ｋ」とでは漢字表記が明らかに異なる上，「Ｌ」

という名前は，「Ｎ」と読むのが通常である。 

ウ 外国人登録原票について 

ｂにおいては，施設の長の代理申請により外国人登録の申請が行われて

おり，現に，Ｆの外国人登録も遅くとも昭和２９年１０月２２日には行わ

れ，その後も，昭和５２年９月２０日に至るまで，確認のための申請が行

われている。しかし，Ｆの外国人登録原票には，ＥがＦの子であることを

示す記載は一切ない。 

(3) Ｆの被告に対する債権は，除斥期間により消滅したか。（争点３） 
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【原告らの主張】 

ア 除斥期間の起算点 

(ｱ) ハンセン病患者に対する強制隔離政策は，患者本人の強制収容に始ま

り，強制収容施設における生活の強制を経て，強制隔離政策の根拠と

なった法制度の廃止や患者らの名誉回復がされるまで継続する不法行

為である。 

強制隔離政策の根拠となったらい予防法が廃止されたのは，平成８年

３月末日であり，少なくとも同日までは，Ｆに対する不法行為は継続し

ていた。 

(ｲ) 同時点では，Ｆは既に死亡していたが，らい予防法が廃止される平成

８年３月末日まで，Ｆは，依然として，強制隔離されるべき患者という

偏見にさらされ，又は名誉が回復されないままの状態が継続していた。

刑法２３０条２項では，死者の名誉が保護されており，人の名誉は死後

においても不当に侵害されてはならないと解すべきである。 

(ｳ) したがって，本件における除斥期間の起算点は，らい予防法が廃止さ

れた平成８年３月末日と解すべきである。 

イ 除斥期間の効果が生じない特段の事情 

(ｱ) 本件訴訟提起の時点で不法行為の時から２０年が経過しているとして

も，およそ被害者による権利行使が不可能な状況があり，除斥期間を

もって一切の権利行使が許されないとすれば，著しく正義・公平の理念

や条理に反する場合には，除斥期間による請求権消滅の効果は生じない

と解すべきである（最高裁平成１０年６月１２日第二小法廷判決・民集

５２巻４号１０８７頁（以下「最高裁平成１０年判決」という。）参照）。 

(ｲ)ａ 被告は，Ｆが死亡した昭和５４年の時点では，強制隔離政策が誤り

であることを認めていなかった。そのため，Ｆ自身による権利行使は
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およそ不可能な状況にあり，Ｆは，自らの権利行使ができないまま死

亡するに至った。Ｆの死亡後は，同人の相続人である遺族らによって

権利行使は可能であったが，これも飽くまで被告によってらい予防法

が廃止された平成８年以降のことである。このように，Ｆら及びその

遺族らは，平成８年まで，被告の不法行為に起因して，権利行使をす

ることが不可能な状況にあった。 

ｂ 一方，被告は，平成２８年３月３１日までに請求すれば，ハンセン

病患者に対する補償がされる旨を盛んに告知してきたのであり，原告

らはこれを受けて，Ｆの遺族として，本件訴訟を提起した。 

ｃ 本件は，誤った知見に基づいてＦが死亡するまで強制隔離し続けた

という国家による個人の権利に対する重大な権利侵害行為であって，

救済の必要性が高い。 

ｄ 被告は，本来，自らが戸籍等をもとに積極的に被害者を特定して補

償を行うべき立場にある。しかし，被告は，被害者側からの提訴を待

つという対応に終始し，平成２８年３月３１日が差し迫った時期に

なって，上記ｂの告知をしたのみである。 

ｅ 以上のとおり，本件は，除斥期間をもって一切の権利行使が許され

ないとすれば，著しく正義・公平の理念や条理に反する。 

(ｳ) 上記のとおり，原告らは，らい予防法の廃止まで権利行使は事実上不

可能であった。その後，被告は，平成２８年３月３１日の数か月から半

年前頃から，上記(ｲ)ｂの告知をするようになり，それによって，原告

らは，本件請求が可能であると覚知した。そうすると，原告らは，被告

から上記告知を受けるまでは権利行使が著しく困難な状況に置かれて

おり，かつ，それは専ら被告の帰責によるものであると評価できる。そ

して，原告らは，上記告知によって本件請求が可能であると覚知してか
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ら６か月以内には本訴訟を提起している。したがって，民法１６０条の

法意に照らし，除斥期間の規定の適用を制限すべきである。 

(ｴ) 以上のことから，除斥期間による請求権消滅の効果が全く生じないか，

少なくともＦの死亡かららい予防法の廃止までの間は，除斥期間に算入

すべきではない。 

【被告の主張】 

ア 除斥期間の起算点 

人は，死亡により私法上の権利義務の享有主体となる適格（権利能力）

を喪失するのであり，死亡後に新たに精神的苦痛を被ることはないから，

Ｆについては，死亡した昭和５４年３月２８日以降，損害賠償請求権が発

生する余地はない。 

イ 民法７２４条後段の効果が制限される特段の事情がないこと 

(ｱ) 民法７２４条後段が，法律関係の速やかな確定のために期間の経過に

より画一的に権利が消滅するという除斥期間を定めたものであること

に照らすと，同条の後段の効果が制限されることがあるのは，①時効の

停止等のような除斥期間の規定の適用を制限する根拠となる規定があ

り，かつ，②除斥期間の規定を適用することが著しく正義・公平に反す

る事情がある場合に限られると解するのが相当である。そして，上記②

の「著しく正義・公平に反する事情」が認められるのは，被害者等によ

る権利行使が客観的に不可能な場合であり，かつ，それが加害者の行為

に起因している場合に限られるというべきである（最高裁平成１０年判

決，最高裁平成２１年４月２８日第三小法廷判決・民集６３巻４号８５

３頁（以下「最高裁平成２１年判決」という。））。 

(ｲ) まず，①について，原告らについて，時効の停止等のような除斥期間

の規定の適用を制限する根拠となる規定は何ら存しない。 
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次に，②について，本件において不法行為が終了した日（Ｆが死亡し

た昭和５４年３月２８日）から２０年が経過する前の時点で，本件訴訟

と同様の訴訟が提起されていたこと（例えば，熊本地裁平成１３年判決

の原告らは，本件と同様の訴訟を平成１０年に既に提起していた。）か

らすると，本件が「被害者等による権利行使が客観的に不可能な場合」

に該当しない。 

(ｳ) 【原告らの主張】イの各事情は，いずれも被害者等による権利行使が

客観的に不可能であり，かつ，それが加害者の行為に起因していること

をいうものではないから，除斥期間の規定の適用を制限する事由にはな

り得ない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 認定事実 

前記前提事実のほか，掲記の証拠及び弁論の全趣旨によると，以下の事実が

認められる。 

(1) 霊標の記載内容（甲６，１３） 

ア Ｅ，原告Ｂ及び原告Ｃが建立した墓は，真正面にＯ氏之墓と刻されてお

り，これに隣接して霊標が設置され，同霊標には，以下のとおり記載され

ている。 

(ｱ) Ｆ 昭和５４年３月２８日 行年７３才 

(ｲ) Ｐ 昭和１７年６月２８日 行年２２才 

(ｳ) Ｅ 平成１０年１月１６日 行年６０才 

イ 上記アの墓と，通路からの階段を同じくする区画には，同じく，真正面

にＯ氏之墓と刻された墓があり，これに隣接して霊標が設置され，同霊標

には，Ｑの氏名が記載されている。 

(2) 患者票の記載内容（甲１２） 
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ｂで作成された患者票には，Ｆに関して，以下のとおり記載されている。 

ア 本籍 慶南密陽郡Ｚ 

イ 現住所 兵庫県Ｘ郡ｘ 

ウ 通称名 Ｊ 

エ 発病年齢 ４０歳 

オ 発病から入所までの年月 ４年 

カ 近親者住所氏名  

(ｱ) 母 ７２歳（現住所にあり） 

(ｲ) 長女 Ｉ １２歳（現住所にあり） 

(ｳ) 長男 Ｌ １１歳（現住所にあり） 

キ 死亡年月日 昭和５４年３月２８日 

ク 死亡年齢 ７３才 

(3) 外国人登録原票 

ア Ｆの外国人登録原票には，昭和２９年１０月２２日の作成時に，以下の

とおり記載された。（乙７） 

(ｱ) 出生地 慶南密陽Ｚ 

(ｲ) 世帯主の氏名 Ｆ 

(ｳ) 世帯主との続柄 本人 

イ Ｅの外国人登録原票には，昭和２９年１１月１５日の作成時に，以下の

とおり記載された。（甲１） 

(ｱ) 出生地 慶南密陽郡Ｚ 

(ｲ) 居住地の地番 兵庫県Ｙ市ｙ 

(ｳ) 世帯主の氏名 Ｑ 

(ｴ) 世帯主との続柄 甥 

ウ Ｅの外国人登録原票には，昭和４３年１０月３０日，通称名として「Ｒ」
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と追記され，昭和５０年１１月７日に，それが「Ｋ」と訂正された。  

エ Ｆの外国人登録原票には，Ｅの氏名及びその子や兄弟姉妹に関する記載

は一切存在せず，他方，Ｅの外国人登録原票には，Ｆの氏名及びその父母

や兄弟姉妹に関する記載は一切存在しない。 

(4) Ｅと原告Ａの婚姻届の記載内容（甲４） 

Ｅと原告Ａの婚姻届のＥの「父母の氏名及び父母との続柄」欄には，氏名

の記載はなく，「その他の事項」欄には，「夫の両親死亡のため，婚姻の承

諾が得られない。」と記載されている。 

(5) 司法書士Ｓによる調査（甲２，３） 

ア Ｓは，Ｅの出生地である兵庫県Ｙ市に対し，Ｅの出生届の開示を請求し

たが，保管されていないとして交付を受けられなかった。 

イ Ｓは，駐大阪韓国領事館に対し，Ｆ及びＥの韓国除斥謄本等及び原告ら

の家族関係登録証明書等（基本証明書，家族関係証明書等）を請求したが，

交付されなかった。その際，Ｓは，Ｆの韓国除斥謄本には，原告らに関す

る記載がないため，交付できない旨の説明を受けた。 

２ 争点１（本件におけるＦの損害）について 

前記前提事実によれば，Ｆは，被告の行為によって損害を被ったと認められ

るが，本件においては，争点２及び３を先に検討する。 

３ 争点２（Ｅは，Ｆの被告に対する債権を相続したか。）について 

原告らは，Ｅが，Ｆの唯一の相続人であると主張するので，以下，検討する。 

(1)ア 前記認定事実(1)アのとおり，Ｅ，原告Ｂ及び原告Ｃが建立した墓に隣接

して霊標が設置され，その霊標には，同(ｱ)～(ｳ)のとおり，Ｆ，Ｅのそれ

ぞれの氏名，行年，命日が記載されていることが認められる。 

そして，霊標上の(ｱ) Ｆ及び(ｲ)Ｐと(ｳ)Ｅの各記載を見比べると（甲１

３の３），記載された年代に差があるとうかがえることから，Ｅの生前，
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霊標に(ｱ) Ｆ及び(ｲ)Ｐが記載され，Ｅの死後，(ｳ)Ｅが記載されたと推認

できる。 

一般に，霊標には，当該墓に埋葬された人の氏名，戒名，命日，行年等

が記載され，同一の墓には，親子等の近しい人が埋葬されることからすれ

ば，上記記載は，Ｅが，自らとＦとが親子等の近しい関係にあると認識し

ていたことを一応推認させる。 

また，前記認定事実(1)イのとおり，上記墓と通路からの階段を同じくす

る区画内には上記墓と同じく，真正面にＯ氏之墓と刻された墓があり，こ

れに隣接して霊標が設置され，同霊標には，Ｑの氏名が記載されているこ

とが認められる。両方の墓を対比すると，墓石や霊標の形状や配置が酷似

していること等からすれば，ほぼ同時期に墓石･霊標が設置されたと考える

ことができ，ひいては，上記と同様，Ｅの生前，霊標にＱが記載されたと

推認できる。 

このことからすれば，Ｅが，ＦとＱとが近しい親族関係にあると認識し

ていたことを一応推認させる。 

イ しかしながら，証拠（乙８）によれば，同一の墓に，親子関係にある者

以外の者が埋葬されることがあると認められる。上記各墓や各霊標が建立

された経緯等が不明であることからすると，霊標の記載のみでは，ＥがＦ

の子であるとまでは推認できない。また，同一区画内の墓とその霊標の記

載のみでは，ＦとＱが兄弟関係にあるとまでは推認できない。 

(2) 前記認定事実(2)及び(3)ア・イのとおり，Ｆは，その本籍地・出生地がＥ

の出生地と同一であること，ｂへの収容前の住所（兵庫県Ｘ郡ｘ）は，現在

の兵庫県Ｙ市に所在し，Ｅの昭和２９年１１月１５日当時の住所（兵庫県Ｙ

市ｙ）と近接していることが認められる。当該事実は，ＦとＥが親族等の近

い関係にあったことを推認させるものの，ＥがＦの子であることまでは推認
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できない。 

(3)ア 前記認定事実(2)のとおり，Ｆには，長男としてＬ（１１歳）がおり，同

人は，Ｆのｂへの収容前には，Ｆと同一の住所に居住していた旨の記載が

患者票に存することが認められる。同一住所地に居住していた近親者の住

所及び氏名を入所後一定期間が経過してから記載する理由はなく，上記記

載は，Ｆの入所前後に記載されたと認められる。 

イ そうすると，年齢の点について，前記前提事実(1)ア・イによれば，Ｆ

がｂに入所した当時のＥの年齢は８歳（満年齢）であると認められ，Ｆの

長男が１１歳であるとする患者票の上記記載とは整合しない。この点に関

し，Ｆのｂへの入所当時（昭和２３年１月３１日）の満年齢は４２歳であ

るのに，前記認定事実(2)エ・オのとおり，発病年齢は４０歳，発病から

入所までの年月が４年（つまり入所時の年齢は４４歳）と記載されている

ことからすると，年齢に関する記載は，満年齢ではなく，数え年（生まれ

た年を１歳とし，以後，正月になると１歳を加えて数える年齢）により表

記されている可能性がある。そうすると，Ｆがｂに入所した当時のＥの年

齢は１０歳（数え年）となるが，それでもなお患者票の記載との間で１歳

の差が存する。 

ウ 次に，氏名の点について，前記前提事実(1)イのとおり，Ｅの通称名は，

「Ｋ」であり，「Ｌ」とは，読みや漢字が一致しない。もっとも，前記認

定事実(3)ウのとおり，Ｅの外国人登録原票に「Ｋ」と記載されたのは昭

和５０年１１月７日であって，Ｆのｂへの入所当時に，Ｅが「Ｋ」という

通称名を使用していたかは明らかではない。これに加え，「Ｋ（Ｍ）」と

「Ｌ（Ｎ）」では読んだ際の音が似通っていることも考慮すれば，上記事

実は，Ｅが，Ｆの子であることと矛盾する事実であるとまではいえない。 

エ 以上のとおり，患者票における上記アの年齢に関する記載は，ＥがＦの
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子であることと整合しないといえる。 

(4) 前記認定事実(4)のとおり，Ｅと原告Ａの婚姻届のＥの「父母の氏名及び父

母との続柄」欄には，氏名の記載はなく，「その他の事項」欄には，「夫の

両親死亡のため，婚姻の承諾が得られない。」と記載されている。前記前提

事実(1)ア・ウのとおり，Ｅと原告Ａの婚姻時にはＦは生存しており，婚姻

届の上記記載は，ＥがＦの子であることと整合しない事実である。もっとも，

Ｅが，父であるＦがハンセン病によりｂへ収容された事実を隠すために婚姻

届に上記記載をした可能性もあり，この点をもって，ＥがＦの子ではないと

推認することはできない。 

(5) まとめ 

前記(1)の霊標の記載や，前記(2)のＥの出生地は，ＥとＦが近しい関係に

あることを推認させるものの，親子であることまでは推認できない。一方，

前記(3)及び(4)のとおり，ＥがＦの子であることと整合しない事実が認めら

れる。以上を総合すれば，本件において，ＥがＦの子であると認めるに足り

る証拠がないと言わざるを得ない。 

なお，Ｆが，ｂに収容され，子と同居できなかったというハンセン病を巡

る特殊性が，外国人登録原票等の公的資料にＦとＥの親子関係を示す記載が

存しないこととなった原因である可能性は否定できない。しかしながら，相

続人であることは，権利の帰属に関する事項であって，この点に関する立証

の負担を軽減すると，場合によっては権利の帰属に関する判断を誤り，真の

権利者との間で複雑な紛争を招くおそれがある。上記特殊性をもって，原告

らの立証の負担を軽減することは相当とはいえない。 

４ 争点３（Ｆの被告に対する債権は，除斥期間により消滅したか。）について 

前記３のとおり，原告らが，Ｆの被告に対する債権を相続したとは認められ

ないが，本件事案に照らし，争点３についても判断する。 
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(1) 除斥期間の起算点について 

ア 不法行為をめぐる法律関係の速やかな確定を意図する民法７２４条の

規定の趣旨からすれば，同条後段の２０年の期間は被害者側の認識の如何

を問わず一定の時の経過によって法律関係を確定させるため請求権の存

続期間を画一的に定めたものというべきであり，同条後段の規定は，不法

行為による損害賠償請求権の除斥期間を定めたものと解するのが相当で

ある（最高裁平成元年１２月２１日第一小法廷判決・民集４３巻１２号２

２０９頁）。そして，法律関係を速やかに確定し，法的安定性を維持する

という趣旨からすれば，その期間は，客観的事実を前提として，画一的か

つ速やかに確定されなければならず，その起算点については，同条後段の

法文に従い，「不法行為の時」と解すべきである。 

イ 原告らは，死者の名誉は死後においても不当に侵害されてはならず，Ｆ

の死亡後にも，強制隔離政策の根拠となったらい予防法が廃止されるまで

の間，不法行為が継続していたため，本件における除斥期間の起算点は，

らい予防法が廃止された平成８年３月末日と解すべきであると主張する。 

ウ しかし，自然人の権利能力は，死亡によって消滅すると解すべきである。

民法にはこの点を明文で定めた規定はないものの，相続が死亡によって開

始する旨の規定（民法８８２条）は，これを当然の前提としたものである。

確かに，刑法２３０条２項や著作権法６０条等，死者の権利を認める法制

度は存在するものの，これらの制度は，法令によって権利を創設したもの

と解すべきであって，そのような明文の根拠なく，死者の権利を認めれば，

権利の帰属・行使主体や保護の範囲等が不明確な権利を認めることとなっ

て相当ではない。したがって，死者の遺族が死者に対する敬愛追慕の情な

どの固有の権利の侵害を訴える場合は格別，死者自身に対する不法行為が，

死亡後にも継続することは観念できないと解すべきである。 
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エ そうすると，Ｆの死後である昭和５４年３月２８日以降については，Ｆ

に対する不法行為は観念し得ず，遅くとも同日が「不法行為の時」として

除斥期間の起算点となる。 

(2) 除斥期間の規定の適用の制限について 

ア 上記のとおり，本件におけるＦの被告に対する損害賠償請求権の除斥期

間の起算点は昭和５４年３月２８日であるが，本件訴訟の提起は，平成２

８年３月３１日であって，２０年が経過している。 

イ これに関し，民法７２４条後段は，上記のとおり，不法行為をめぐる法

律関係を早期に確定させようとする趣旨から，被害者側の認識のいかんを

問わず，一定の時の経過によって法律関係を確定させるため，請求権の存

続期間を一定に定めたものであるが，具体的事案において，時効の停止等

の規定の法意に照らし，同条後段所定の２０年の経過を理由に加害者が損

害賠償義務を免れる結果となることが，著しく正義，公平の理念に反する

といえるような特段の事情があるときは，同条後段の効果は生じないもの

と解するのが相当である（最高裁平成１０年判決，最高裁平成２１年判決

参照）。 

ウ しかし，本件において，原告又はＥが，Ｆのハンセン病によるｂへの収

容の事実やＦの死亡の事実を知らなかった等の事実は認められず，Ｆの死

亡後から２０年以内（平成１１年３月２８日まで）に，本件訴えを提起す

ることが客観的に不可能であったとの事情は認められない。 

これに関し，原告らは，被告が，平成２８年３月３１日の数か月から半

年前頃に，ハンセン病患者に対する補償がされる旨の告知をするまでは，

原告らによる権利行使が著しく困難であったと主張する。しかし，前記前

提事実(4)アのとおり，熊本地方裁判所は，平成１０年～平成１１年に提

訴されたハンセン病違憲国家賠償請求訴訟について，平成１３年５月１１
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日には，らい予防法に関連して，被告が，入所者に対し，国家賠償法に基

づく損害賠償債務を負う旨の判決を言い渡したことが認められ，当該訴訟

の原告らが，平成１０年～平成１１年に訴えを提起できた以上，客観的に

みて，原告らがＦの死亡後から２０年以内（平成１１年３月２８日まで）

に本件訴えを提起できなかったということはできない。 

エ そうすると，本件において，被告の行為によって，原告らの権利行使が

客観的に困難となっていた等の事情は認められず，時効の停止等の規定の

法意に照らし，民法７２４条後段所定の２０年の経過を理由に加害者が損

害賠償義務を免れる結果となることが，著しく正義，公平の理念に反する

といえるような特段の事情は認められない。 

(3) 小括 

よって，Ｆの被告に対する損害賠償請求権は，不法行為の時から２０年が

経過したことによって，消滅したと認められる。 

５ 結論 

以上によれば，その余の点を判断するまでもなく，原告らの請求は理由がな

いから，いずれも棄却すべきである。よって，主文のとおり判決する。 

神戸地方裁判所第５民事部 

 

裁判長裁判官  冨  田  一  彦 

 

 

 

裁判官  今  城  智  徳 

 

裁判官中村仁子は，転補につき署名押印することができない。 
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裁判長裁判官  冨  田  一  彦 

 

 

 


